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IV　刑法改正草案―刑罰論の概要
1　刑罰の基本概念
改正草案においては，刑罰とは，効果的であり，予測可能であり，一貫
し，理解可能であり，受刑者の状況に対応可能であり，社会的に正当化され
るものでなければならないとされている1）。この目的を達成するために，刑
法典では，多種多様な刑罰を想定し，柔軟に対応できることが求められてい
る。
現在，各犯罪に予定されている法定刑と実務において適用される刑との間
には大きな齟齬が生じていることも事実であり，特に，重罪の多くが軽罪化
されることが実務で頻繁に行われている状況では，重罪に対しても，重罪刑
が適用されることがなく，軽罪刑が適用されてしまうことになる2）。
改正草案では，現在の刑罰制度を実情に合わせるという観点から，重罪に
適用される重罪刑は第 7 級〔レベル 7〕と第 6 級〔レベル 6〕の 2 段階とし，軽
罪に適用される軽罪刑は第 5 級〔レベル 5〕から第 1 級〔レベル 1〕の 5 段階と
している。また，違警罪に適用される違警罪刑については，現実に適用され
ないことが多いことに鑑み，完全に削除している。改正草案では，刑罰は重
罪刑と軽罪刑の 2類型に限定されている。
今回の改正草案では，刑罰制度の明確性と一貫性が最も重視されている。
重罪刑は，無期懲役及び 20 年以上 30 年以下の懲役の 2種類とされた。これ
まで，裁判実務では重罪を軽罪化することが頻繁に行われてきたが，一貫性
がなく技巧的な軽罪化を避けるために，重罪刑を限定している。これにより， 
裁判実務によって適用される現実の刑と法定刑とを整合させることができる
ようになる3）。
現行刑法典における刑罰制度は前時代的で種類も多いということがあり，
改正草案では刑罰制度を明確にすることが重視された。刑罰の多様化という
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ことも今回の改正草案では重視されている。義務づけられた治療や犯罪から
期待されまたは得られた利益に応じて定められた財産刑等，多様な刑罰を裁
判官に提示し，裁判官に適切な刑罰の選択余地を与えることが重視された。
現行刑法と同様に減軽事由の適用によっても，裁判官に刑罰選択の柔軟性を
与えることになる。
連邦政府と共同体（フラマン語共同体・フランス語共同体・ドイツ語共同体）間の
管轄権の配分の現状を考慮して，刑罰，特に，代替刑の執行がその目的を達
成したといえるか，両者の緊密な協力が求められる4）。
予備的な刑の決定については，予備的な刑として拘禁刑が適用される場合
とそれ以外の場合とに区別できる。すなわち，代替刑の執行が失敗に終わっ
たときには拘禁刑が適用されることになるという意味での代替拘禁刑として
位置づけられる刑と，執行されなかったときには拘禁刑が適用されることに
はならない財産刑あるいは社会復帰を目的とした刑とを区別する必要があ
る5）。さらに， これまでの行刑実務の実態を反映して， 1 年未満の短期自由刑
の適用を避けるという原則が明示されたことも考慮しなければいけない6）。
最後に，すべての刑について予備的な刑を適用することが有益であるとか，
必要であるわけではない。受刑者の意思とは無関係に，刑が強制的な執行の
対象となる場合には，予備的な刑の威嚇を用いることには意味がない7）。
なお， 「第 4章 刑罰」 の第 2 節に 「宥恕事由」 として， 刑の宥恕事由 （31 条） 
と過剰防衛 （32 条） が規定されているが， それぞれの規定については， 既に前
稿において紹介した。
（1）　刑罰の目的（26 条）
刑罰の目的を定めた改正草案 26 条は，刑罰の補充性の原則を示し，刑罰
から生じる弊害を避けることを明示している。刑罰は最後の手段であって，
刑罰以外の他の刑事的制裁では対応できない場合に刑罰の適用が認められ
る。
1 項では，刑の選択及びその水準の決定に際して，4 種類の目的，すなわ
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ち，刑罰法規の違反に対する社会の非難を示すこと（1 号），社会的均衡の回
復及び犯罪から生じた損害の賠償を促進すること（2 号），犯罪行為者の社会
復帰及び社会への同化を支援すること（3 号），社会を保護すること（4 号），
が挙げられている8）。
1 号所定の目的は，刑罰権の発動には，社会が犯罪行為に対して非難を示
すことが必要であることを明示したものである9）。2 号所定の社会的均衡の
回復という視点，3 号及び 4 号所定の目的は，2014 年 8 月 15 日法によって
改正されたフランス刑法130-1条にもみられる10）。同条は， 刑罰の機能を 「被
害者の利益を尊重しながら，社会の保護を確保し，新たな犯罪の実行を予防
し，社会の均衡を修復するためには，刑罰は次の機能を有する。1 号・犯罪
行為者の処罰。2 号・犯罪行為者の更生，同化及び社会復帰の促進。」と規
定する11）。Holster 委員会においても，フランス刑法の改正と同様に，刑罰
の目的に関して犯罪行為者の社会への同化・社会復帰という考え方が示され
ており12），今回の改正草案においては，Holster 委員会の考え方やフランス
の刑罰の機能に関する基本的な考え方が採用されているといえる。4 号所定
の社会の保護という目的は，犯罪を実行する能力を減少させるために行為者
を社会から隔離することを許容することになるが，自由を剥奪することなく
他の刑罰を科すことによって行為者の社会への同化・社会復帰を促すことに
よっても社会を保護するという目的を実現することができる13）。
改正草案 26 条 2 項は，「刑を言い渡す前に，裁判官は上記目的のみならず
直接的な関係者，その周囲の者及び社会に対する好ましくない副次的効果を
も考慮しなければならない。」と規定する。刑罰が受刑者のみならずその周
辺者にも苦痛やその他の影響を与えることを裁判官が考慮し，刑罰目的を達
成するために，裁判官には最も悪影響の少ない刑罰を選択することが求めら
れる。したがって，2 種類の刑罰が同一の効果をもたらす場合には，受刑者
にとって苦痛の少ない刑罰を選択しなければならない。但し，この規定が，
刑罰適用に関する一般的な原則（刑罰の法定性・個別性・適正）の適用を除外す
ることはない14）。
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改正草案 26 条 3 項は，「自由刑は最後の手段であり，1 項 4 号所定の刑罰
の目的が，法律が定める他の刑または処分によっては達成することができな
いときにのみ，自由刑を言い渡すことができる。」と規定する。本条は，受
刑者や社会に対する刑罰の悪影響を避けることが重視されることの帰結とし
て，受刑者に最も苦痛を与える自由刑の適用は最後の手段として用いられる
ことを確認したものである15）。なお，改正草案 26 条は，刑罰の適性の原則
も確認している点でも重要である16）。
（2）　刑の加重事由（27 条）
改正草案では，犯罪の加重要素（9 条）と刑の加重事由（27 条）とを区別し
ている。犯罪の加重要素は法定の事由であって刑が必要的に加重されること
になるが，刑の加重事由は裁判官が量刑の際にその裁量によって考慮するこ
とのできる事由である17）。刑法各則の改正の段階で，立法者は，犯罪の加
重要素とするのか，刑の加重事由とするのか，を決定しなければならない。
（3）　刑の減軽事由（28 条）
刑の加重事由と同様に刑の減軽事由（28 条）も，量刑の段階で，裁判官が
考慮することのできる事由である。現行刑法では 79 条から 85 条に減軽事由
に関する規定が置かれているが，刑法 79 条が，減軽事由が存在するときに
は 80 条以下の規定に従って，重罪刑を減軽または修正すると規定し，刑法
80 条以下で具体的な刑の減軽等について規定する18）。改正草案においても， 
裁判官の裁量で刑の減軽事由が存在するときには，刑を減軽するという点に
ついて変更はないが，具体的な刑の減軽については，改正草案 33 条以下の
規定の中で，減軽事由が存在する場合の刑の減軽について具体的に規定され
ているので，法律の規定に従って，裁判官が決定することになる19）。
（4）　調査報告書（29 条）
現行刑法では，電子監視刑の適用を判断する際に，簡潔な情報報告（rapport 
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d’information succinct）及び社会的調査（enquête sociale）を求めることができる
が20），簡潔な情報報告と社会的調査の区別を廃止すべきであるという意見
も Holsters 委員会報告書で示されていた21）。改正草案では，区別を廃止し， 
調査報告書に一本化している。調査報告書に求められることは，下級審判事
が刑の選択において早計な判断をすることなく最も適切な刑を言い渡すため
の的確な情報を収集することにある。修復的司法の視点からは，行為者自身
が，非難されるべき行為に与えられる刑事的制裁の策定に関与することが重
要である22）。
最も適切な刑または処分，具体的には，労働刑，保護観察刑，電子監視
刑，執行猶予の付与，等を決定するために，訴訟を係属した検察官または裁
判官は，想定される刑または処分の適切性を判断するための的確な情報を提
供する目的で，被告人の居住地の司法管区の管轄部局に調査報告書の作成を
依頼することができる。現行刑法と同様に，国王が，調査報告書の実施の内
容及び態様を決定する23）。
（5）　性犯罪者の指導または治療における特別な対応（30 条）
現行法においても，保護観察付きの刑の宣告の停止や保護観察付きの執行
猶予のように一定の刑罰や処分を言い渡す場合には，性犯罪者の指導または
治療を行う専門部局の意見の聴取は行われている24）。未成年者に対する性
的虐待に関する 1995 年 4 月 13 日法においても，未成年者に対して実行され
た性犯罪の行為者に対する特別でかつ事前の意見聴取に関する規定が置かれ
ている25）。1995 年法の規定の執行を担保するため，1998 年 10 月 8 日に，
連邦政府とフラマン語共同体間，連邦政府とワロン地域間において，それぞ
れ性犯罪者の指導及び治療に関する協力合意が締結され，1999 年 4 月 13 日
には，連邦政府・共通共同体委員会・フランス語共同体委員会の間で，性犯
罪者の指導及び治療に関する協力合意が締結された26）。協力合意において，
支援センター（centre d’appui）27）及び専門家チーム（équipes spécialisées）が規定
されており，権限機関の支援のもとで，性犯罪者の指導・治療に関する意見
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を提出する役割を担っている。支援センターにおける実務については積極的
に評価されている28）。
改正草案では，「被告人が性犯罪で訴追されるときには，訴訟を係属した
検察官または裁判官は，最も適切な刑を決定するために，性犯罪者の指導ま
たは治療を行う専門部局の理由を付した意見を求めることができる。」と規
定し，現行刑法の制度を継承している。改正草案では，「性犯罪（une infrac-
tion à caractère sexuel）」としており，裁判官が対象を個別に判断する余地を認
めている29）。
2　自然人に適用される刑罰
（1）　主刑としての重罪刑（33 条）
改正草案 33 条は，重罪刑として 2 種類の刑を規定する。第 7 級 〔レベル 7〕 
の刑としては無期懲役，第 6 級〔レベル 6〕の刑としては 20 年以上 30 年以下
の懲役である。現行刑法典では，重罪刑としては，懲役（réclusion）と禁錮
（détention）の 2 種類の刑が規定されているが，改正草案では懲役のみを重罪
刑と定めている。重罪刑の法定刑は非常に重いので，重罪刑を科せられる重
大な犯罪の特定については，今後，刑法各則の改正作業において行われるこ
とになる。減軽事由が認められた場合， 第 7 級 〔レベル 7〕 の刑は， 第 6級 〔レ
ベル 6〕の刑，3 年以上 20 年以下の拘禁刑または 3 年以上 5 年以下の義務づ
けられた治療によって代替される。同じく，第 6 級〔レベル 6〕の刑は，3 年
以上 20 年以下の拘禁刑または 3 年以上 5 年以下の義務づけられた治療に
よって代替される。
（2）　主刑としての軽罪刑（34 条）
主刑としての軽罪刑は，第 5 級〔レベル 5〕から第 1 級〔レベル 1〕の 5 段階
からなる。
拘禁刑については，第 2 級〔レベル 2〕から第 5 級〔レベル 5〕までの軽罪刑
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として拘禁刑を適用することが可能である。短期自由刑が事実上適用されて
いないという状況を踏まえて，拘禁刑の下限を 1年以上と定めている点が注
目される。拘禁刑の法定期間は，第 5 級〔レベル 5〕の刑は，15 年以上 20 年
以下であり，減軽事由が認められた場合，5 年以上 15 年以下の拘禁刑また
は第 2 級〔レベル 2〕の刑の一つによって代替される。第 4 級〔レベル 4〕の刑
は，10 年以上 15 年以下であり，減軽事由が認められた場合，5年以上 10 年
以下の拘禁刑または第 2 級〔レベル 2〕の刑の一つによって代替される。第 3
級〔レベル 3〕の刑は，5 年以上 10 年以下であり，減軽事由が認められた場
合，第 2 級〔レベル 2〕の刑の一つによって代替される。第 2 級〔レベル 2〕の
刑は，1 年以上 5 年以下である。第 1 級〔レベル 1〕の軽罪刑については，拘
禁刑を言い渡すことができない。
第 2 級〔レベレ 2〕の軽罪刑については，拘禁刑のほか，1 年以上 5 年以下
の期間の義務づけられた治療，1 月以上 1 年以下の期間の電子監視刑，120
時間以上 300 時間以下の労働刑， 12 月以上 2 年以下の保護観察刑， 有責性を
宣告する有罪判決，が定められている。また，減軽事由が認められた場合，
第 2級〔レベル 2〕の刑は第 1級〔レベル 1〕の刑の一つによって代替される。
第 1 級〔レベル 1〕の刑としては，250 ユーロ以上 15.000 ユーロ以下の罰
金，20 時間以上 120 時間以下の労働刑，6 月以上 12 月以下の保護観察刑，
没収，犯罪から期待されまたは得られた利益に応じて定められた財産刑，有
責性を宣告する有罪判決，が定められている。法律が第 1 級〔レベル 1〕の刑
で処断される犯罪について付加刑を定めているときは，裁判官は，減軽事由
が認められる場合には，主刑の代わりに付加刑を言い渡すことができる。
（3）　自然人に適用される付加刑（35 条）
一般的に，付加刑とは，主刑に付加して言い渡される刑罰である。主刑と
同様に，付加刑は法律で定められる場合にのみ言い渡すことができる。改正
草案 35 条で列挙されている付加刑は，現行刑法及び特別法で定められてい
るものである。改正草案 35 条は，重罪及び軽罪に適用される付加刑として， 
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罰金，没収，犯罪から期待されまたは得られた利益に応じて定められた財産
刑，権利の剥奪，職業の禁止，有罪判決の公表，施設の閉鎖，運転する権利
の禁止，居住または接触の禁止，を定めている。犯罪から期待されまたは得
られた利益に応じて定められた財産刑，運転する権利の禁止の 2種類の刑に
ついては，刑罰の多様化の配慮から改正草案で新たに導入された付加刑であ
る。
3　法人に適用される刑罰
刑罰制度の単純化を図るため，改正草案では，法人に対する刑として新た
な刑，具体的には，共同体のための給付や一定の条件下での法人に対する保
護観察刑等を導入するとともに，現行刑法 41 条の 2 に規定される拘禁刑の
罰金刑への転換は削除された30）。
（1）　法人に適用される重罪刑（36 条）
法人が犯した重罪に適用される主刑は，第 7 級〔レベル 7〕及び第 6 級〔レ
ベル 6〕の 2 段階からなり，懲役刑は罰金によって代替される。第 7 級〔レベ
ル 7〕の刑は，3.000.000 ユーロ以上 4.320.000 ユーロの罰金からなる。第 6
級〔レベル 6〕の刑は，1.200.000 ユーロ以上 3.000.000 ユーロの罰金からな
る。
減軽事由が認められる場合，第 7 級〔レベル 7〕の刑は第 6 級〔レベル 6〕の
刑または第 5 級〔レベル 5〕から第 2 級〔レベル 2〕の主刑の一つによって代替
される。同じく，減軽事由が認められる場合，第 6 級〔レベル 6〕の刑は第 5
級〔レベル 5〕から第 2級〔レベル 2〕の主刑の一つによって代替される。
（2）　法人に適用される軽罪刑（37 条）
自然人に適用される刑罰と同様に，法人に適用される主刑としての軽罪刑
は，第 5級〔レベル 5〕から第 1級〔レベル 1〕の 5段階からなる。
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第 5級〔レベル 5〕の刑は，900.000 ユーロ以上 1.200.000 ユーロの罰金から
なる。減軽事由が認められる場合，第 4 級〔レベル 4〕，第 3 級〔レベル 3〕ま
たは第 2級〔レベル 2〕の刑の一つによって代替される。
第 4 級〔レベル 4〕の刑は，600.000 ユーロ以上 900.000 ユーロの罰金から
なる。減軽事由が認められる場合， 第 3 級 〔レベル 3〕 または第 2級 〔レベル 2〕 
の刑の一つによって代替される。
第 3 級〔レベル 3〕の刑は，450.000 ユーロ以上 600.000 ユーロの罰金から
なる。減軽事由が認められる場合，第 2 級〔レベル 2〕の刑の一つによって代
替される。
第 2 級〔レベル 2〕の刑は，次の刑の一つからなる。15.000 ユーロ以上
450.000 ユーロ以下の罰金，15.000 ユーロ以上 450.000 ユーロ以下の予算の
共同体のための給付，12 月以上 2 年以下の保護観察刑，2 または複数の第 1
級〔レベル 1〕の刑の併合，有責性を宣告する有罪判決，である。減軽事由が
認められる場合，第 2 級〔レベル 2〕の刑は第 1 級〔レベル 1〕の刑の一つに
よって代替される。
第 1 級〔レベル 1〕の刑は，次の刑の一つからなる。250 ユーロ以上 15.000
ユーロ以下の罰金，250 ユーロ以上 15.000 ユーロ以下の予算の共同体のため
の給付，解散，6 月以上 12 月以下の期間の保護観察刑，1 年以上 10 年以下
の期間の社会的目的に関連する活動の実行の禁止，没収，犯罪から期待され
または得られた利益に応じて定められた財産刑，1 年以上 10 年以下の期間
の公契約への参加からの排除，施設の閉鎖，有責性を宣告する有罪判決，で
ある。
共同体のための給付 （改正草案 39 条） は改正草案で新設された刑罰である。
1 年以上 10 年以下の期間の社会的目的に関連する活動の実行の禁止（改正草
案 41 条），公契約への参加からの排除（改正草案 42 条）等も予定されている。
定められた条件を一定期間遵守する義務を課すことになる保護観察刑につい
ても，法人に適用されるにふさわしい刑罰であると考えられたと思われる。
有責性を宣告する有罪判決については，その規定の性質上，犯罪事実の重大
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性が限定された場合または犯罪行為からかなりの時間が経過したことを理由
とする場合に限り言い渡すことができる。
また，法律が第 1 級〔レベル 1〕の主刑で処断される犯罪に対して付加刑を
定めているときには，裁判官は，減軽事由が認められる場合，主刑の代わり
に付加刑を言い渡すことができる。
（3）　法人によって犯された重罪及び軽罪に適用される付加刑（38 条）
改正草案 38 条は，現行刑法及び特別法において定められる法人に適用さ
れる付加刑を整理して規定している。法人の犯した重罪及び軽罪に適用され
る付加刑は，罰金，没収，1 年以上 10 年以下の期間の社会的目的に関連す
る活動の実行の禁止，解散，施設の閉鎖，有罪判決の公表，である。さら
に，改正草案では，刑罰の多様化に対応して，新たな付加刑として，犯罪か
ら期待されまたは得られた利益に応じて定められた財産刑，1 年以上 10 年
以下の期間の公契約への参加からの排除，を導入している。
減軽事由が認められる場合には，第 1 級〔レベル 1〕の主刑を，当該犯罪に
付加刑が予定されている場合には，付加刑の一つによって代替することがで
きる。
（4）　共同体のための給付（39 条）
共同体のための給付とは，法人に対して定められた刑罰であって，自然人
に対する労働刑に類似するものとして考えられたものである。法人が，その
同意を得て，共同体のために一定の給付を行う義務を負うことになる31）。
法人が罪を犯すことによって法人のイメージが深刻に毀損されるため，法
人が共同体の利益になるような積極的な給付をすることによって，悪化した
法人のイメージを回復させることにもつながる。したがって，この刑罰は，
法人が給付に同意したときにのみその効果を発するといえる32）。
対象となる刑罰は，第 1 級〔レベル 1〕または第 2 級〔レベル 2〕の刑であ
る。減軽事由が認められるときには，法定刑が第 3 級〔レベル 3〕以上の刑で
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あったとしても，第 2級の刑で代替できると判断したときには，裁判官は共
同体のための給付を言い渡すことができる。
裁判官は，有罪判決を受けた法人が共同体のための給付に充てなければな
らない予算額を決定し，その具体的な内容及びその執行方法に関する指示を
与えることができる。有罪判決を受けた法人が，第 2 級〔レベル 2〕の共同体
のための給付に充てなければならない予算額は，15.000 ユーロ以上 450.000
ユーロ以下である。第 1 級〔レベル 1〕の共同体のための給付を言い渡された
場合は，その予算額は 250 ユーロ以上 15.000 ユーロ以下である。
また，裁判官は，犯罪に対して及び法律によって定められた範囲内で，共
同体のための給付が執行されなかった場合に適用される罰金を予め定める。
労働刑と同様に，共同体のための給付は，国家，地域，州及びコミューン
の公役務の利益のために，または営利目的のない団体もしくは社会的，科学
的もしくは文化的目的で設立された財団のために，執行されることはできな
い。
共同体のための給付の執行は，行刑裁判所に委ねられている。故意・過失
による共同体のための給付の全部または一部の不執行の場合は，行刑裁判所
は，検察官の請求に基づき，刑の言渡しを受けた者を聴取した後で，刑の言
渡しを受けた者が既に執行した共同体のための給付刑の一部を考慮して，予
備的罰金刑またはその一部が執行されるかを決定することができる。
（5）　解　　散（40 条）
刑罰としての解散は， 現行刑法 7条に規定され， その適用条件は同法 35 条
に定められる。現行刑法においても，改正草案においても，可罰的な活動の
実行を目的として，法人が意図的に創設されたときまたは法人の設立目的が
意図的に改変されたときには，裁判官は法人の解散を命令することができる
が，解散命令は公法人に対して言い渡すことはできない（40 条 1 項）。法定の
条件を充足すれば，解散は，第 1 級〔レベル 1〕の主刑またはその他の第 1 級
〔レベル 1〕の主刑と併科される場合には第 2 級〔レベル 2〕の主刑として，あ
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るいは， 付加刑として， 言い渡すことができる。裁判官は， 解散を決定すると
きには， 法人の清算を審理する管轄裁判所に訴訟を移送する（40 条 2 項）33）。
（6）　社会的目的に関連する活動の実行の禁止（41 条）
現行刑法 36 条は，裁判官が，法人の社会的目的と関連した活動の実行の
一時的または終局的な禁止を言い渡すことができる，と規定しているが34），
改正草案 41 条は現行刑法 36 条の適用範囲を拡張している。改正草案 41 条
は，社会的目的に関連する活動の実行の禁止を第 1 級〔レベル 1〕（他の刑と併
科される場合には，第 2 級〔レベル 2〕）の主刑あるいは付加刑として位置づけて
いる35）。禁止の期間は，改正草案では 1 年以上 10 年以下とされており，現
行刑法が終局的な禁止の言渡しも可能としている点で異なっている。
禁止を言い渡す条件は，法人が重罪または軽罪の主体として有罪判決を受
けたときであって，公役務の委任と関連する活動は除外されている（41 条 1
項）。
刑罰の執行に関して，有罪判決は商事裁判所の書記官に伝達され，判決が
既判事項の確定力を有するに至った時点から起算して 3月以内に，刑の言渡
しを受けた者の負担により官報において公表される（41 条 2 項）。
言い渡された禁止を遵守しない場合，刑の言渡しを受けた者に対して刑罰
を遵守する必要性を強調するため，第 2 級〔レベル 2〕の刑で処罰可能な犯罪
となる（41 条 3 項）。
禁止の期間は非常に長期にわたるので，必要があれば，行刑裁判所は，禁
止の期間や範囲を削減し，禁止を停止しまたは禁止を終了させることで，既
判事項の確定力を有する社会的目的に関連する活動の実行の禁止判決を修正
する決定をすることができる（41 条 4 項）。
（7）　公契約への参加からの排除（42 条）
公契約への参加からの排除については，土木工事請負業者の承認の組織化
に関する 1991 年 3 月 20 日法や公契約及び公共事業等に関する 2006 年 6 月
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15 日法において，汚職の罪で有罪となった事業者を公契約から排除するこ
とが規定されていたので，新たな刑罰ではない36）。公契約への参加からの
排除は，法人に対して第 1 級〔レベル 1〕の主刑として言い渡すことができる
が，選択的な付加刑として言い渡すことも可能である。
法人が重罪または軽罪の主体として有罪判決を受けたときは，裁判官は，
1 年以上 10 年以下の期間の公契約への参加からの排除を言い渡すことがで
きる。この刑罰は，基本的には第 1 級〔レベル 1〕の主刑である（他の第 1 級
〔レベル 1〕の主刑と併科される場合には第 2 級〔レベル 2〕の主刑となる）が，重罪ま
たは軽罪に対して適用可能な付加刑となることもある。管轄権の問題とし
て，公契約への参加からの排除の決定は連邦首相府に通達される。また，必
要があれば，行刑裁判所は，禁止の期間や範囲を削減し，禁止を停止しまた
は禁止を終了させることで，既判事項の確定力を有する公契約への参加から
の排除判決を修正する決定をすることができる37）。
4　自由刑に関する諸規定
（1）　拘 禁 刑（43 条）
拘禁刑に関する改正草案 43 条は，基本的には現行刑法 25 条を継承しなが
ら，主刑としての拘禁刑の法定期間を 1 年以上 20 年以下としている。原則
として，主刑として 1年未満の拘禁刑は想定されていないが，特別法によっ
て例外的な規定を設けることまでは排斥されていない。また，電子監視刑に
ついて，予備的な拘禁刑は，主刑として言い渡される期間と同等でなければ
ならないので，1 年未満の期間である可能性もある。なお，拘禁刑の 1 年は
365 日であることが明示されている38）。
（2）　判決前の拘禁期間の参入（44 条）
改正草案 44 条は，現行刑法 30 条の規定をそのまま継承している39）。
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（3）　自由刑の執行場所（45 条）
現行刑法 30 条の 2 は，自由刑の執行は，王令によって定めることを明示
しており，改正草案 45 条は，現行の規定をそのまま継承している40）。
5　義務づけられた治療
義務づけられた治療（46 条）とは，基本的には保安拘禁（保安処分）に類似
しているが，その限定された期間を考えれば拘禁刑とも類似したものであっ
て，一定の期間，受刑者の自由を剥奪する刑罰である41）。対象となる者は，
精神障害の影響で罪を犯した者であり，責任無能力とされるほどの深刻な状
況にはないが，社会に対する危険を示している者である42）。改正草案では，
精神的または医学的な障害としているので，精神障害だけではなく，深刻な
薬物中毒の状態で精神に障害がある場合も対象となりうる。精神障害が犯罪
実行に重大な影響を有することに照らして，再犯を避けるために義務づけら
れた治療が必要不可欠となる。重要な点は，精神障害が責任無能力を導くよ
うなものではないことである。すなわち，精神障害によって是非弁別能力ま
たは行動制御能力がないという責任無能力の状況では，義務づけられた治療
は適用することはできない。改正草案では，精神障害のほかに，義務づけら
れた治療を適用するためには，対象者が社会に対する危険を示していること
が必要である。また，義務づけられた治療が適用されるためには，精神障害
と犯罪との間に因果関係がなければならない43）。
義務づけられた治療は，保安拘禁のような保安処分ではなく，自由を剥奪
する刑罰である。刑の執行において，行刑裁判官は治療を通院によって行う
ことを許可することもできる。裁判官が通院による治療で十分であると評価
したときには，治療を行うことを条件として保護観察刑を言い渡すことがで
きる44）。義務づけられた治療の期間は 1 年以上 5 年以下である（46 条 § 3・1
項）。裁判官には，義務づけられた治療の本質を詳述することが求められ
る。治療を義務づける決定をする前に，裁判官は，法医学の知識をもつ精神
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科医の資格を有する専門家または国王が公認した専門施設の専門家の理由を
付した意見を求めることができる。この意見には，受刑者が冒されている潜
在的な障害の性質の詳細記述，その障害と犯罪との関係性並びに治療の性質
及び期間に関する提案が含まれる（46 条 § 2・1 項）。異議申立を保障するため
に，被告人は，自らが選んだ医師による診断を受け，その医師の意見を提出
することができる（46 条 § 2・2 項）。受刑者が治療に参加することを促進する
と同時に，治療が不可能な場合や治療の継続が難しい場合には，裁判官は予
備的な拘禁刑を言い渡すことができる（46 条 § 3・2 項）。
義務づけられた治療の執行の追跡や治療が行われる施設の指定等は行刑裁
判所が行う。治療の執行については，自由刑を言い渡された受刑者の刑事施
設外（社会内）における地位及び刑の執行形態において被害者に認められる
権利に関する 2006 年 5 月 17 日法に基づいて管理される（46 条 § 4・1 項）。義
務づけられた治療が命じられたとき，受刑者が刑事施設に収容されていた場
合には，当該治療は，治療を命じた裁判所が指定した別施設において暫定的
に執行される（46 条 § 4・2 項）。治療が成功しそれ以上の治療が必要ないと判
断されたときには，刑罰の目的は達成されたので，行刑裁判所は義務づけら
れた治療の継続はこれ以上必要ないと判断することもできる45）。これに対し
て，受刑者が治療を拒否しまたは治療が執行されなかった場合には，検察官
の請求に基づき，受刑者を聴取した後で，受刑者が既に行った義務づけられ
た治療の一部を考慮して，予備的拘禁刑を執行するかを行刑裁判所が決定す
る（46 条 § 5）。
6　電子監視刑，労働刑及び保護観察刑
（1）　電子監視刑（47 条）
電子監視刑は，2014 年 2 月 7 日法によって現行刑法典に導入された刑罰
であり， 電子監視を独立の刑罰として位置づけたものである46）。電子監視刑
は， その後， 2016 年 2 月 5 日法によってその全体が見直され， 2016 年 5 月 1
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日に施行された。
改正草案 47 条の電子監視刑の規定は，基本的には現行刑法の規定を継承
しているが，条文の明確性と単純性に配慮して，適用の条件と刑の言渡しに
関する規定のみが刑法典に規定される形式をとっている。電子監視刑の執行
態様については，将来的には改正が想定されることから，執行の詳細を刑法
典に規定する必然性はない。そこで，刑法典には最低限必要と思われる内容
が盛り込まれることになった。執行の態様の決定は各共同体の権限機関に委
ねられることになるので，連邦政府と各共同体間の緊密な連携が必要であ
り，そのための機関が整備されることになる47）。
電子監視刑は第 2 級〔レベル 2〕の主刑としての軽罪刑である。減軽事由が
認められる場合には，第 3 級〔レベル 3〕から第 5 級〔レベル 5〕の軽罪刑の代
替刑となりうる（草案 34 条を参照）。但し，減軽事由が認められたとしても，
第 7級〔レベル 7〕と第 6 級〔レベル 6〕の重罪刑の代替刑とはなりえない48）。
電子監視刑とは「決定された刑の執行プログラムに従い，外出，活動及び
不在が許可された場合を除き，電子監視刑を科せられた受刑者は決定された
住所に現在しなければならない。」という刑罰であり，「受刑者が現在するか
の監督は特に電子的手段を用いることによって保障される。受刑者の現在す
る義務は条件を伴う。」ことが明確にされたことで，電子監視刑を主刑とし
て言い渡された者と自由刑の執行形態として電子監視刑を言い渡された者と
の取扱いに差が生じないように電子監視刑の定義が置かれた49）。
電子監視刑の期間は，1 月以上 1 年以下である。これまでの電子監視刑運
用の実務から 1月未満の期間の電子監視刑の執行は対象者やその周辺者に多
大な苦痛を負わせることになるので，短期の電子監視刑の適用には正当な理
由がないと考えられているからである50）。
電子監視刑の全部または一部が執行されないときや，一般的条件または特
別の条件の著しい遵守違反があるときには，既に執行された電子監視の期間
を減じた後，電子監視刑の 1日は拘禁刑の 1日に相当すると評価して，電子
監視刑に相当する期間，予め言い渡された予備的拘禁刑が執行される。
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電子監視刑の言渡しには，受刑者の，自らまたは弁護人を介した，明示的
な同意が必要である。電子監視刑の執行は近親者にも影響を与えるので，受
刑者と同居するすべての成人は，電子監視刑に関する義務について，裁判官
から聴取されうる（47 条 § 1・3 項）。
電子監視刑には，受刑者に対して，犯罪を実行しないこと，現在する義務
を執行するための定まった住所を有すること及び住所を変更する前には，検
察官の許可，それがない場合には，行刑裁判所の許可を得ること，電子監視
刑を監督する権限をもつ部局の召喚に応じること及び当該部局が決定した具
体的態様を尊重すること，という一般的な条件が義務づけられる（47 条 § 2・
2 項）。
また，裁判官は，その他，個別化された特定の条件が再犯の危険を制限す
るために絶対に必要であるとき，または，被害者の利益のためもしくは受刑
者の社会復帰のために必要であるときには，受刑者に個別化された特定の条
件を課すことができる（47 条 § 2・3 項）。
新たな事情が生じることで電子監視刑に付随する義務等に影響がある場合
には，行刑裁判官が，検察官及び受刑者双方の意見を聴取した後で，電子監
視刑が執行される場所の変更やその他の条件の変更について決定する権限を
有する（47 条 § 3・2 項）。
検察官は，受刑者が刑の執行の具体的プログラム並びに課せられた一般的
及び特別の条件を遵守したことを確認したときには，最低 1月の期間を残し
刑期の 3分の 1を終えた受刑者に電子監視の停止を認めることができる。但
し，一般的または特別な条件の著しい遵守違反がある場合，行刑裁判所は，
受刑者から意見聴取した後，停止を取り消すことができる。停止が取り消さ
れた場合，行刑裁判所は，条件がもはや遵守されていないときから起算して
電子監視刑を執行する残刑期が，定める具体的な条件及び態様で執行される
か，残刑期に相当する予備的拘禁刑が執行されるか，を決定する（47 条 § 5・
1 項）。
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（2）　労 働 刑（48 条）
労働刑（peine de travail）は，2002 年 4 月 17 日法によって導入された刑罰
であり51），ベルギーの刑事司法において重要な位置を占めている。改正草
案では，現行の労働刑を基本的には継承しているが，刑罰の執行については
若干の減軽が見られる52）。
労働刑の定義については現行刑法から変更はない。労働刑は，潜在的な学
業活動または職業活動からは自由とされている時間において，受刑者によっ
て無償で執行される刑罰であり，国，共同体，地域，州及びコミューンの行
政機関または非営利目的の団体もしくは社会的，科学的もしくは文化的目的
で設立された財団において執行される（48 条 § 2・2 項）。
労働刑は第 2 級〔レベル 2〕または第 1 級〔レベル 1〕の軽罪刑と位置づけら
れている。
第 2 級〔レベル 2〕の労働刑は，120 時間以上 300 時間以下であり，第 1 級
〔レベル 1〕の労働刑は，20 時間以上 120 時間以下である。減軽事由が認めら
れる場合には，第 3 級・第 4 級・第 5 級〔レベル 3～レベル 5〕の軽罪刑を第 2
級 〔レベル 2〕 の労働刑によって代替することができる。但し，重罪刑 （第 6級
刑または第 7 級刑）については減軽事由が認められても，労働刑によって代替
することはできない。現行刑法においても，人質強要罪，殺人罪，謀殺罪，
毒殺罪等の犯罪については労働刑の適用は排除されており，改正草案の規定
によっても，これらの犯罪は重罪として労働刑の適用が排除されることにな
ろう。詳細については，刑法各則の改正作業に委ねられることになる53）。
現行刑法では，労働刑が執行されなかった場合，拘禁刑または罰金刑が言
い渡されることになっているが，改正草案では，拘禁刑の適用は排除され，
予備的罰金刑のみが予め言い渡されることとされている（48 条 § 1・1 項）。改
正草案においては，他の刑を執行することで同様の効果が得られると判断さ
れるときには，受刑者に苦痛を強いることになる拘禁刑を排除することが刑
罰の適用の原則とされていることもあり，労働刑の不執行の場合も，この原
則に従って，拘禁刑が排除されたと考えられる54）。具体的には，労働刑の
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全部または一部が故意・過失によって執行されなかった場合，行刑裁判所
は，検察官の請求に基づき及び受刑者の意見聴取の後で，受刑者が既に執行
した労働刑の一部を考慮して，予備的罰金刑またはその一部が執行されるか
を決定する （48 条 § 4）。なお，労働刑の執行には，受刑者の明示的な同意が
必要である（48 条 § 1・2 項）。
現行刑法では，労働刑は判決が確定した日から 12 月以内に執行されるこ
とが求められているが，改正草案では，執行の開始期間を定めてはいない。
刑の執行に関して，現行刑法では，保護観察官にその権限が委ねられてい
るが，改正草案では，保護観察官の関与を排除し，行刑裁判所に労働刑の執
行に関するすべての権限を委ねている。この改正は，刑の執行に関する制度
の一貫性と統一性を重視したためである55）。
（3）　保護観察刑（49 条）
保護観察刑は，2014 年 4 月 10 日法によって導入された比較的新しい刑罰
であるが56）， その後， 2016 年 2 月 5 日法による改正で見直しがなされた57）。
改正草案 49 条の保護観察刑の規定は，2016 年刑法改正後の現行 37 条の 8
を継承している。但し，条文のわかりやすさと単純性を追求したために，保
護観察刑の適用条件とその宣告に関する規定のみを刑法典に残し，保護観察
刑の執行に関する詳細については，王令及び刑罰の執行に関する一般法に委
ねるという形式を採用している58）。
保護観察刑は，裁判官が定めた期間において一般的及び特別の条件を尊重
する義務を課すものである。事情により認められれば，法人にも保護観察刑
を科すことができる59）。
自然人に対する保護観察刑の枠内で，訓練もしくは職業実習を受講しまた
は市民の役務（service citoyen）を行うなどの受刑者の職業的及び社会的な同
化（すなわち社会復帰）を促進するための処遇を行うことができる。
市民の役務とは，社会の利益と受刑者の利益を同時に充足する処分であ
る。すなわち，自信を取り戻し，同化への適性を改善することができるよう
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にするために，経験，好機及び関係という蓄積を提供する目的で，社会に有
益なプログラムや職業その他の訓練に参加することにより，受刑者に価値の
ある経験を積ませることである。市民の役務という処分の運用や実施につい
ては各共同体の権限機関が担当する60）。
職業実習は，労働を行うための第一歩としての役割がある。受刑者が社会
への同化に有益な経験の蓄積を獲得することが第 1の目的である。保護観察
刑における職業訓練に制限はなく，労働刑の場合のように公的機関や非営利
目的の団体に限定されず，一般企業における実習も認められる。労働刑の場
合と同様に，保護観察刑における職業訓練に対して報酬は支払われない61）。
訓練，職業実習及び市民の役務教育の期間は，停止，執行猶予及び保護観
察に関する 1964 年 6 月 29 日法の枠内で，命令された保護観察のために定め
られた期間に基づき算定されるが，その期間は 24 時間以上 240 時間以内で
なければならない62）。
保護観察刑は，第 2 級〔レベル 2〕または第 1 級〔レベル 1〕の軽罪刑であり
主刑である。第 2 級〔レベル 2〕の保護観察刑は 1 年以上 2 年以下，第 1 級
〔レベル 1〕の保護観察刑は 6 月以上 12 月以下となる。労働刑と同様に，第 2
級〔レベル 2〕の保護観察刑は，酌量減軽が認められた第 3 級〔レベル 3〕から
第 5級〔レベル 5〕の軽罪刑の代替刑として言い渡すことができる。但し，減
軽事由が認められても重罪刑（第 6 級・第 7 級）の代替刑として言い渡すこと
はできない。この点について，現行刑法においても，殺人罪等の一定の重大
な犯罪については保護観察刑の適用が排除されている。性犯罪について，未
成年者に対する性犯罪等の重大な犯罪を除き，保護観察刑の適用は排除され
てはいないので，治療や心理療法を受けることを義務づけることで保護観察
刑を適用することは可能である63）。保護観察刑を言い渡す決定をする前に，
裁判官は精神鑑定または情報報告書を求め， 性犯罪のガイダンス （指導） また
は治療における専門機関の意見を求めることができる。
労働刑の場合と同じ理由で，保護観察刑に対して予備的な拘禁刑を言い渡
すことはできないが，予備的な罰金刑を言い渡すことができる。
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保護観察刑には，受刑者が従うべき特別の条件や一般的な条件が付され
る。一般的な条件とは，犯罪を実行しないこと，自然人については，定まっ
た住所を有すること，住所を変更する場合，直ちに，ガイダンスを担当する
共同体の管轄部局に新しい自宅住所を通知すること，法人については，行刑
裁判所の召喚及びガイダンスを担当する共同体の管轄部局の召喚に応じるこ
と，である（49 条 § 3・2 項）。現行刑法とは異なり，改正草案では，判決裁判
所が特別な条件を定めるとしている。その理由としては，刑罰を決定する権
限を有するのは判決裁判所であること，被告人が明確な同意を与えるために
は，特別な条件を認識することが何よりも重要であること，判決の確定と刑
罰の内容（特別な条件）の決定との時間的なずれを避ける必要があることを考
慮して，保護観察委員会や行刑裁判所ではなく，判決裁判所が決定権限をも
つべきであると考えられたためであろう64）。
保護観察刑が訓練，実習，市民の役務を想定しているときのように，特別
な条件が具体的な態様の設置を求めるときには，行刑裁判官が，執行の具体
的な態様を定める。
保護観察刑を言い渡された自然人は，指定された管轄機関が実施する社会
的ガイダンス（指導）に服さなければならない（49 条 § 2・3 項）。国王が，各
共同体と協議のうえで，社会的ガイダンス，訓練，職業実習及び市民の役務
の具体的内容と態様を決定する（49 条 § 2・4 項）。
刑の執行形態の柔軟性を確保するために，行刑裁判所が特別に義務づけら
れる条件等の修正を行うことが認められている（49 条 § 4・1 項）。また，職権
で，特別な義務の全部または一部を停止し，特別な義務を明示し，または特
別な義務を状況に適応させることができる（49 条 § 4・2 項）。さらに，保護観
察刑が執行されたと判断したときには，行刑裁判所は，裁判官が定めた期間
が満了していなくとも，保護観察刑を終了させることができる。
保護観察刑の全部または一部が故意・過失によって執行されなかった場
合，行刑裁判所が，受刑者に既に執行した保護観察刑の一部を考慮して，予
備的罰金刑またはその一部が執行されるかを決定する （49 条 § 5）。
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7　有責性を宣告する有罪判決
刑罰の多様化を図るために，有責性を宣告する有罪判決（50 条）が独自の
軽罪刑として導入された65）。有責性を宣告する有罪判決は第 2級〔レベル 2〕
または第 1 級〔レベル 1〕の軽罪刑として規定される。したがって，この刑罰
は減軽事由が認められても重罪について適用されることはない66）。有責性
を宣告する有罪判決は，犯罪事実がそれほど重大ではなく，判決の言渡しま
でかなりの時間を要した場合に適用される。なお，有責性を宣告する有罪判
決は，法律が定める場合には，場合によっては，没収と併科することができ
るか，併科しなければならない。
その他の代替刑と同じく，有責性を宣告する有罪判決は前科簿には掲載さ
れないので，前科簿に関する刑事訴訟法の規定もこの趣旨に沿って適用され
なければならない67）。
8　財 産 刑
現行刑法では，財産刑としては罰金と没収のみが規定されている68）。改
正草案の起草者は，他の刑を執行することで刑事的制裁として適切であると
考えられるときには，自由刑の執行は避けることを原則としていることか
ら，財産刑の執行は多くの犯罪行為に対する刑事制裁としては適切であると
されている69）。
（1）　罰　　金（51 条）
改正草案では，罰金は，自然人に対して，第 1 級〔レベル 1〕の主刑と位置
づけられている。罰金額は，250 ユーロ以上 150.000 ユーロ以下である。法
人に対しても，罰金は自由刑を代替するものとして，主刑と位置づけられて
いる。法律が定める場合には，罰金は，義務的または選択的な付加刑にもな
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りうる。
現行刑法では，罰金額は，法律の定める範囲内で裁判官の裁量によって決
定され，刑の言渡しを受けた者の経済力に応じて罰金額が決定される制度に
はなっていない。そこで，改正草案では，自然人に対する罰金額は，刑の言
渡しを受けた者の経済力に応じて決定されることとした。法人に対する罰金
についても，法人の経済力，売上高及びその規模に応じて決定される。た
だ，刑の言渡しを受けた者の経済力を正確に把握することは難しく，収入を
低くするために納税申告をしないことも考えられる。そこで，Legros 刑法
改正委員会案が提案していた乗数という概念70）を採用し，今回の改正草案
では，罰金の基礎額に 1倍から 5倍の乗数を掛けるという制度を導入してい
る。
罰金対象者の経済力の判断基準については，現行刑法では，刑事訴訟法
195 条に，罰金額の決定の判断に際して，裁判官は被告人の社会的な状況と
関連する要素を考慮すると定められている。罰金額の決定にあたり，刑の言
渡しを受けた者・被告人の経済力をどのように判断するのかについては，諸
国において多様な選択肢が示されている。日数罰金制をとっているフィンラ
ンド，スイス，フランスにおいても異なっている。フィンランドでは，被告
人の支払い可能性に応じて合理的であるかどうかという基準がとられてい
る71）。スイスでは，被告人の有責性と裁判時における被告人の経済的な状
況を考慮している72）。フランスでは， 被告人の収入に応じて罰金額を決定す
るとしている73）。重要な点は， 個々の刑の言渡しを受けた者にとって罰金額
が刑罰として公平で合理的で適切であると判断できるかである。罰金額を決
定する権限は判決裁判所の裁判官にあるので，最終的には，裁判官の判断に
委ねられることになる。没収に関する破毀院の判断においても，下級審判事
が犯罪から生じた利益の総額を決定する権限があると認めているので74），
罰金額の決定に際しても，検察官と被告弁護人から提出された資料に基づ
き，裁判官が罰金額を決定することになる。
罰金の支払いが適切に行われることを保障するために，裁判官は罰金の支
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払いの分割を認めることができる。また，刑の言渡しを受けた者がその金銭
的経済的状況を証明する証拠を提示したときは，裁判官は，法律上の下限を
下回らない罰金を言い渡すことができる。
（2）　没　　収（52 条）
現行刑法における没収は，立法の進展や判例によって，複雑で混成的であ
り一貫性のない制度になっている。没収の機能も，刑罰としての側面から保
安処分としての側面，原状回復または損害賠償としての側面まで多様であ
る75）。没収の目的には，犯罪から生じた利益を剥奪し，薬物や偽造通貨等
の違法物の流通を許容しないということがある。犯罪に利用された道具を没
収することで，再犯を防止するという目的も存在する76）。
改正草案では，没収を，裁判官が，事実が立証されたと表明したときに
は，宣告しなければならない付加刑であると位置づける。また，裁判官は，
第 1級〔レベル 1〕の刑を言い渡すことができると判断したときには，主刑と
して没収を言い渡すことができる。
没収対象物としては，刑の言渡しを受けた者に所有権があるときには犯罪
の対象となった物，刑の言渡しを受けた者に所有権があるときには犯罪の実
行に用いられたまたは用意された物，犯罪から生成された物，犯罪から生じ
た財産的利益，財産的利益が代替された財産及び価値並びに投資された利益
からの収益，犯罪組織が自由に処分できる財産，その所持が公序，公的安全
及び善良な風俗に反する物，を挙げている（52 条 § 1・1 項）。「その所持が公
序，公的安全及び善良な風俗に反する物」については，没収が保安処分とし
ての機能を有することに配慮し，社会から危険な物を排除するという点を重
視し没収対象物として規定している77）。
改正草案では，不動産の没収に関する規定も置かれている。「犯罪の実行
に使用されまたは準備された不動産の没収は，法律が定める場合に，検察官
の書面による請求に基づいて，命令される。請求が物件の刑事法上の不動産
差押より前に行われたときは，この請求は無償で資産状況登記所に登録され
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る。」という規定（52 条 § 1・2 項）は，過度な処罰を避けるために，不動産に
関する没収手続を明確にしている。法律が別に定める場合を除き，没収され
た物は国庫に帰属する78）。
没収時に，刑の言渡しを受けた者が没収の対象物を所有していない場合の
ように没収の執行ができないときには，裁判官が金銭評価を行い，犯罪行為
者が金銭評価額に相当する金額を支払わなければならない。いわゆる追徴の
制度である。正犯または共犯 （加担犯） が複数の場合には，没収された物件を
自由に処分するまたは司法当局の手の届かないところに置いた者のみが金銭
相当額の支払いを言い渡される（52 条 § 1・3 項）。該当者を特定できない場合
は，単純なシステムをとり，行為者各人に，金銭相当額を判明している正犯
または共犯（加担犯）の人数で割った割当額の支払いが言い渡される（52 条
§ 1・3 項）79）。
なお，没収された物に対する第三者の権利を保護するために，第三者没収
に関して，「没収された物に権利を有すると主張する第三者は，ある期間内
において，国王が決定した態様に従って，この権利を行使することができ
る。」と規定する（52 条 § 4）。
（3）　犯罪から期待されまたは得られた利益に応じて定められた財産刑（53 条）
本条の目的は，刑の言渡しを受けた者に犯罪の実行によって得られたまた
は得ることが期待される利益に応じて定められた金額の支払いを命令する財
産刑を導入することにあり，違法行為からの具体的・経済的な利得に相当す
る財産的な制裁を行為者に科すことにある80）。犯罪から期待されまたは得
られた利益に応じて定められた財産刑は，第 1 級〔レベル 1〕の主刑としてま
たは選択的な付加刑として言い渡すことができる。
犯罪から生じた財産的な利益の没収は，行為者から違法な利益を回収し，
行為者が犯罪から獲得した不当な利得を維持することができないようにする
ことを第 1の目的としている。没収とは，行為者が犯罪を実行しなければ獲
得できなかった利益を行為者から奪うことであるので，没収においては刑罰
239
ベルギー刑法改正の動向（2・完）
というより原状回復が優先されることになる。本条の目的には，利益の没収
に加えて，営利目的で犯罪を実行した者に対して，違法に得た利益を剥奪す
るばかりではなく，獲得した利益の 2倍または 3倍の支払いを命じることで
行為者に経済的打撃を与えるという側面もある81）。現行刑法においてもこの
種の刑罰は存在しており，拘禁刑または罰金のほかに，犯罪行為から得た違
法な利益の最大 3 倍に相当する額の支払いを命じることができる（金融部門
及び金融サービスに関する 2002 年 8 月 2 日法 40 条 § 6）82）。改正草案 53 条はこの規
定の影響を受けているといえる。改正草案 53 条は，「犯罪の実行が直接的ま
たは間接的に財産的利益を獲得することを目的としていたときは，裁判官
は，正犯または共犯のそれぞれに，正犯または共同正犯が直接的または間接
的に犯罪から導かれたまたは導かれることが期待された財産的価値の評価額
の最大 3倍に相当する金額の支払いを言い渡すことができる。この金額は罰
金として徴収される。」と規定する。本条の対象となる犯罪には限定がないの
で， すべての犯罪が対象となりうる。具体的には， 詐欺罪等で 20.000 ユーロ
の利益を得た場合，詐欺罪に予定される主刑で処罰されるほか，20.000 ユー
ロの没収を命じられるとした場合，行為者には，犯罪から得た利益に応じて
定められた額（利益の最大 3 倍）すなわち最大 60.000 ユーロの支払いを命令さ
れることもある83）。
9　その他の刑
（1）　権利の 奪（54 条）
権利の剥奪は，社会秩序を維持するために，1810 年フランス刑法典に
よって導入されたものであり，ベルギー刑法典にも導入された刑罰であ
る84）。権利の剥奪は，刑の言渡しを受けた者の新たな犯罪を防止すること
で社会秩序を維持すると同時に，刑の言渡しを受けた者の個人的な名誉・評
判に影響を与え市民としての社会的な地位を著しく侵害することにその目的
があるとされてきた85）。
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ただ，最近では，権利の剥奪の従来の刑罰目的については，その現代的意
義が問題とされるようになってきた。欧州人権裁判所2005年10月6日判決86）
は，選挙権の強制的な剥奪は一定の重大な犯罪の場合にしか認められないと
判断した。改正草案では，強制的な権利の剥奪は，第 7 級〔レベル 7〕の刑す
なわち重罪刑の場合に限定され，第 2 級〔レベル 2〕から第 6 級〔レベル 6〕の
刑については選択的に権利の剥奪を言い渡すことができるとしており，さら
に，その期間も無期懲役 （第 7 級） の場合には終身 （2 項），その他の刑につい
ては 5 年（3 項）とされているので，フランス刑法 131-26 条と比較しても
（重罪の場合には 10 年，軽罪の場合には 5年）限定されているといえる87）。
また，必要な場合には，行刑裁判所が権利の剥奪刑を見直すことができる
としている点がこれまでの規定にはなかった新たな部分である。
（2）　職業の禁止（55 条）
現行刑法では，刑法総則において，法人に適用される規定（刑法 7 条の 2 及
び 36 条）を除き，職業の禁止に関する一般規定は置かれていない。職業の禁
止に関する一般規定を刑法総則に置くことによって，職業的権利または一定
の職業もしくは職務を行う権利を禁止することを独立した刑事制裁と位置づ
けることが可能となること，刑事裁判官が，犯罪に対する処罰を考慮する際
に，犯罪の性質上，職業の禁止という刑罰を検討することができること等の
利点がある88）。既に， オランダやフランスでは， 職業の禁止を刑罰の一種と
して位置づけている。職業の禁止の期間は 1 年以上 5 年以下であり（2 項），
職業の禁止は有罪判決が既判事項の確定力を有した日から進行する（3項）。
職業の禁止の執行に関しては，刑の言渡しを受けた者が自由を拘束されて
いるときには当該刑罰を執行する意味がないので，刑の言渡しを受けた者が
事実上自由を剥奪されていた期間分は禁止の期間が延長される（4 項）。但
し，この 4項の規定は，電子監視刑及び仮釈放の場合には適用されない。
言い渡された禁止を遵守しない場合に刑の言渡しを受けた者に対する圧力
を維持するために，予備的な刑ではなく独自の刑が定められている。すなわ
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ち，禁止を言い渡された犯罪は第 2級〔レベル 2〕の刑で処断する（5項）。
行刑裁判所は，禁止の期間を削減し，禁止を停止しまたは終了させるよう
な，職業の禁止の既判事項の確定力を有した有罪判決の変更を決定すること
ができる（6 項）。行刑裁判所に，刑罰の変更の権限を与えていることは，こ
れまでにはなかった点である。
（3）　有罪判決の公表（56 条）
現行刑法典では，法人に対して適用される場合を除き，有罪判決の公表は
付加刑として刑法総則の中で規定されていない89）。現行刑法では，無期懲
役・禁錮，20 年以上 30 年以下の懲役・禁錮を宣告する場合には，その有罪
判決の公表は義務づけられる。軽罪の場合には，有罪判決の公表は例外的に
言い渡される。
現行刑法でも有罪判決の公表という刑罰は存在しているが，オランダやフ
ランスにならい，改正草案では刑法総則にこの刑罰を規定することで法律上
の根拠を明示することになった90）。
（4）　施設の閉鎖（57 条）
現行刑法典では，法人に対して科せられる施設の閉鎖（刑法 7 条の 2 及び 37
条）を除き，刑法総則において施設の閉鎖に関する一般規定は置かれていな
い。但し，刑法各則や特別法において施設の閉鎖が刑罰として規定されてい
るところから，明確性を担保するために，フランス等の諸外国にならい刑法
総則の中で刑罰として明確に位置づけることになった。
施設の閉鎖によって，犯罪の実行を導く行動に類似する行動を禁止するこ
とになる。所有権を必要以上に制限しないために，施設の閉鎖に導いた犯罪
とは完全に無関係な行動を行うために当該不動産を使用することは許可され
る。例えば， 閉鎖されたカフェを倉庫として利用することは認められる。刑の
言渡しを受けた者が自発的に施設を閉鎖しないときには，刑の言渡しを受け
た者の費用負担において，検察官が強制的に施設を閉鎖することができる。
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（5）　運転する権利の禁止（58 条）
現行刑法では，運転する権利の禁止は付加刑として規定されているが，改
正草案では，運転する権利の禁止を選択的刑または義務的刑として位置づけ
ている。特に，現行刑法では，家族の遺棄罪に関して運転する権利の剥奪が
選択的付加刑として規定されているが（刑法 391 条の 2）91），この規定につい
て削除すべきではないかという批判が加えられてきた。ただ，自動車が犯罪
の実行に使用されたり，犯行後の逃走に使用されたりすることもあり，改正
草案では運転する権利の禁止が一般的な付加刑として規定されることになっ
た。このような立法例は，オランダ，英国，スイスに見られる92）。
改正草案では，運転する権利の禁止は，自動車が犯罪の実行もしくは逃走
を確保するために利用されまたは準備されたときには，裁判官は，正犯また
は共犯（加担犯）に運転する権利の禁止を命令することができる，と規定さ
れる。禁止の期間は，6 月以上 5 年以下である。自動車の運転が仕事を行う
うえで必要である者の場合には，運転の禁止は不相当であるとの批判がある
ことから，必要な場合には，裁判官は職業活動を除いてその執行の禁止を限
定することができる。
運転する権利の禁止が遵守されない場合に圧力をかける手段として，不遵
守の場合に付加刑を科すのではなく，独自の刑を科すこととし，禁止を言い
渡された犯罪は第 2級〔レベル 2〕の刑で処断することになる。
運転禁止の期間の削減，停止，終了等の変更については，行刑裁判所が決
定する権限を有する。
（6）　居住または接触の禁止（59 条）
現行刑法では，刑法総則に居住または接触の禁止に関する規定は置かれて
おらず，刑法各則の未成年者堕落罪及び売春の罪の中で規定が置かれている
（刑法 382 条の 2）93）。改正草案 59 条は刑法 382 条の 2 から影響を受けた規定
であり， フランス刑法にも総則に同様の規定が置かれており94），刑法総則の
中で居住または接触の禁止に関する規定を置く必要があると考えられた。
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本条は，裁判官が，刑の言渡しを受けた者に，1 年以上 20 年以下の期
間，裁判官が決定した地区に居住，在住もしくは滞在する権利の禁止または
裁判官が指定した者と個人的に接触することの禁止を命じることができるこ
とを規定する。したがって，特定の場所に居住することや特定の個人と接触
することが禁止される以外に，一定の場所に現在することも禁止される。
対象者が言い渡された禁止の内容を遵守しなかった場合には，補充的な刑
ではなく独自の刑罰として，禁止を言い渡された犯罪は第 2 級〔レベル 2〕の
刑で処断される。
行刑裁判所は，禁止の期間を削減もしくは延長し，禁止の態様もしくは条
件を適用し，禁止を停止しまたは終了させるような，居住または接触の禁止
の既判事項の確定力を有した有罪判決の変更を決定することができる。
10　量　　刑
（1）　累　　犯（60 条）
現行刑法では，累犯に関する規定は刑法 54 条から 57 条の 2までに置かれ
ている。現行刑法においては累犯の定義は存在しないが，判例・学説では，
累犯と認められるための条件として，有罪の確定判決の対象となった犯罪を
実行した者であること（他の EU 構成国において宣告された有罪判決も同様に取り扱
う），新たな犯罪が存在すること，累犯の状態にあることが法律で定められ
ていること， の 3 要件が必要とされる95）。現行刑法の累犯の規定では，重罪
刑の後の重罪の累犯（54 条），重罪刑の後の政治犯罪（55 条），重罪刑の後の
軽罪（56 条 1 項），軽罪刑の後の軽罪（56 条 2 項）に区別し，刑法 57 条は軍事
犯罪に関する特別な制度を定めている96）。また， 刑法 565 条は違警罪の後の
違警罪の累犯について定めている97）。多くの場合， 累犯加重は選択的なもの
にとどまり，例外的に義務的な累犯加重を認めている。
現行刑法では，一般的な累犯と特別な累犯を区別している。一般的な累犯
とは犯罪の性質を問わず法定の条件を充足すれば累犯とされるが，特別な累
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犯とは各則において規定され同一の犯罪や同じ性質の罪を犯したときに認め
られるものである98）。また，現行刑法では，期間を問わず常に累犯とされ
る場合（例えば，刑法 54 条では，重罪を犯した後で再度重罪を犯した場合には常に累犯
とされる）と，一定の期間内に新たな犯罪が実行された場合に累犯とされる
場合（例えば，刑法 56 条 2 項では，先の犯罪から 5 年経過する前に 1 年以上の拘禁刑を
言い渡された場合に累犯とされる）とが区別されている99）。
現行刑法の累犯に関する規定には統一性や整合性がなく，従来から累犯加
重の正当性をめぐり問題が指摘されてきた100）。改正草案では，犯罪の種類
によって区別するという立法形式をとらず，累犯の要件として，有罪判決が
確定した日から 5年を経過せずに新たな犯罪が実行されたときには，累犯と
して 1階級上の刑に加重することができるとしている。累犯の成立要件とし
ては，判決確定の日から 5 年という期間内を設定して，5 年経過前に新たな
犯罪が実行された場合に累犯とすること，累犯には 1階級重い刑罰を加える
ことができるとして，累犯加重は選択的に行うことができるとしている。
2 項については，司法分野における諸規定にかかわる 2014 年 4 月 25 日法
によって既に承認された原則であり，累犯規定の適用については，他の EU
構成国で言い渡された有罪判決もベルギーにおける有罪判決と同様にとらえ
ることを明示したものである。
（2）　罪　　数
改正草案の罪数に関する規定は，61 条の科刑上一罪と 62 条の犯罪競合で
ある。現行刑法典では，罪数に関して刑法 58 条から刑法 65 条までの規定が
置かれている101）。犯罪の競合については，従来から，観念的競合と実在的
競合とが区別されてきた102）。ただ，犯罪競合に関する規定については，裁
判が同時に行われた場合とそうでない場合とに応じて，細かく規定され，実
務的にも複雑になっている点が，これまでの刑法改正議論において指摘され
てきた103）。今回の改正では，特に，犯罪の実質的競合と連続犯・集合犯に
関する諸規定はもはや意味がないことを考慮して，罪数処理の単純化を図っ
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ている。
・科刑上一罪（61 条）と犯罪競合（62 条）
現行刑法 65 条 1 項は，「一つの行為が複数の犯罪を構成するとき，または， 
同一裁判官に同時に委ねられた異なる犯罪が，同一の犯罪意思の連続しかつ
継続した外部的な表明であるときには，最も重い刑のみが言い渡される。」
と規定している104）。この規定は観念的競合105）及び連続犯・集合犯の場合に
は，一罪として最も重い刑を科すことを示しており，いわゆる科刑上一罪を
定義している106）。また，連続犯・集合犯については 65 条 2 項に定めがあ
る107）。連続犯・集合犯の刑の決定においては，当該犯罪に対して過去に言
い渡された刑を考慮しなければならないとしている。過去に言い渡された刑
が犯罪全体の制裁として相当であると思われる場合には，裁判官は新たな刑
を言い渡すことはせず，有責性の宣告のみを行う。既に言い渡された刑では
不相当であると判断されたときには，補充的に新たな刑を言い渡すが，言い
渡された刑の合計が，最も重い刑の上限を超えることはできない108）。
改正草案 61 条は，「一個の行為が複数の犯罪を構成するときには，主刑は
最も重い刑の階級〔レベル〕に応じて決定される。付加刑は法律が定める範
囲内で併科される。」と規定し，同時的に裁判を受ける連続犯・集合犯を除
き，科刑上一罪のうちいわゆる観念的競合（concours idéal）について定めて
いる109）。同条は，〈 concours constitué d’un seul fait 〉という文言で表され
ており，直訳すれば「一罪を構成する競合」となるが，その意味するところ
をとらえて，「科刑上一罪」と訳出しておく。観念的競合の場合には，最も
重い刑を科すが， 付加刑については併科も可能である。例えば， 第 3級 〔レベ
ル 3〕 の刑で処罰される犯罪と第 2級 〔レベル 2〕 の刑で処罰される犯罪とが一
罪となると評価された場合，最も重い第 3 級 〔レベル 3〕 の刑が科されること
になる110）。
現行刑法では，実質的競合（concours matériel）111）の場合は次のように処理
されている。違警罪刑の場合は，労働刑の場合（上限は 300 時間とされるので）
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を除き，併科に制限はない（刑法 58 条）。1 または複数の軽罪刑と 1 または複
数の違警罪刑の競合の場合，併科は可能であるが，長期の 2倍を超えること
はできず， かつ， 禁錮刑の場合は 20 年を超えることはできず， または， 労働
刑の場合は 300 時間を超えることができないという制限がある （刑法 59 条）。
複数の軽罪刑の競合の場合も，併科は可能であるが，長期の 2倍を超えるこ
とはできず，かつ，禁錮刑の場合は 20 年を超えることはできず，または，
労働刑の場合は 300 時間を超えることができないという制限がある （刑法 60
条）。重罪刑と 1 もしくは複数の軽罪刑または 1 もしくは複数の違警罪刑の
競合の場合，吸収主義をとり重罪刑のみが言い渡される（刑法 61 条）。複数
の重罪刑の競合の場合，吸収主義をとり最も重い刑のみが宣告されるが，有
期懲役または 15 年以上 20 年以下の禁錮もしくはその期間以下の場合には，
刑の長期に 5 年加重することができる（刑法 62 条）。没収は併科が可能であ
る（刑法 64 条）112）。
改正草案では，連続犯，集合犯，実質的競合（concours matériel）の場合に
は，通常の処理がなされる。すなわち，一つの主刑に付加刑を併科すること
が可能という処理が基本的であるが，軽罪刑の階級の中で加重することも可
能となる。但し，自由刑の選択は最後の手段であるという改正草案の原則に
照らして，自由刑のみを加重することはできない。したがって，この場合に
は，累犯の場合と同様に，一つ重い階級〔レベル〕の刑を科すことが現実的
に可能な選択となる113）。
一罪として処理されない犯罪競合（concours constitué de plusieurs faits）につ
いては改正草案 62 条に規定される。改正草案 62 条 § 1 は，確定判決を経て
いない複数の犯罪行為から生じた複数の犯罪を犯罪競合と定義する。犯罪競
合の場合の刑の処断については 62 条 § 2 以下に規定される。
犯罪競合となる犯罪の一つが第 6 級〔レベル 6〕または第 7 級〔レベル 7〕の
重罪刑で処断されるときには，付加刑を除き，最も重い刑を科し，その他の
刑は最も重い刑に吸収される（62 条 § 2）。重罪刑の場合については，吸収主
義をとり，付加刑を除き，最も重い刑を科すことになる。
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その他の場合，複数の行為が一体として裁判されるときは，主刑として最
も重いレベルの刑を科す。但し，主刑として一つ重い階級〔レベル〕の主刑
を加重することもできるが，第 5 級〔レベル 5〕または第 1 級〔レベル 1〕の場
合には，刑の加重はできない。適用できる刑のレベルが 1 であったときに
は，異なった主刑を併科して科すことができる（62 条 § 3・1 項）。第 5 級〔レ
ベル 5〕の刑について階級を 1 段階加重すれば，軽罪刑から重罪刑に刑の性
格が変更されてしまうことになるので，第 5 級〔レベル 5〕の刑の加重はでき
ないことになる。また，自由刑は最後の手段であることが原則であるので，
自由刑がそもそも選択可能な刑として規定されていない第 1 級〔レベル 1〕の
刑を自由刑が選択可能な第 2 級〔レベル 2〕の刑に 1 階級加重することはでき
ないことが説明できる114）。
複数の犯罪が同時に裁判されない場合の処理についても問題となる。現行
刑法では，言い渡された刑の合計が最も重い刑の上限を超えることができな
いとする原則があるが，改正草案では，刑の各階級において多種多様な刑が
規定されているので，最も重い量刑について難しい問題が生じることにな
る。そこで，改正草案では，最後に裁判に関与した下級審裁判官は，量刑に
際して，最初に言い渡された刑を考慮する。また，言い渡した刑は，現在の
刑の階級〔レベル〕において最も重い主刑を超えることはできない，とす
る。例えば，同時に裁判されない二つの犯罪がそれぞれ第 2 級〔レベル 2〕の
刑（拘禁刑を選択すれば，1 年以上 5 年以下となる）で処断される場合，第 2 の裁
判官は量刑に際して，第 1の裁判官が 5年の拘禁刑を言い渡していたことを
考慮しても，3 年の拘禁刑を言い渡すことは可能である。この場合，合計す
れば 8 年の拘禁刑となり第 3 級〔レベル 3〕の刑（5 年以上 10 年以下の拘禁刑）
となる。しかしながら，この場合，二つの犯罪が同時に裁判されていた場合 
（原則的には，最も重い主刑が選択されることになる場合）よりも重く処罰されてし
まうとすれば，量刑において不均衡が生じることになるので，これを避ける
ために，改正草案では，「いかなる場合も，最初に言い渡された刑と後で言
い渡された刑の全体は，同時的に裁判が行われた場合に定める刑の上限を超
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えることはできない。」との制限を設けている115）。
具体的には以下のように処理される。
〔事例 1〕　第 2 級〔レベル 2〕の刑で処罰される二つの犯罪が競合し同時的
に裁判された場合，長期 10 年の拘禁刑を言い渡すことができる（第 2 級〔レ
ベル 2〕の拘禁刑（1 年以上 5 年以下） を 1 階級上（第 3 級〔レベル 3〕） の拘禁刑（5 年
以上 10 年以下）に加重する）。同時的に裁判されない場合を想定し，第 1の裁判
官が 300 時間の労働刑を言い渡していた場合，第 2の裁判官は長期 5年の拘
禁刑を言い渡すことができる。第 1の裁判官が長期 5年の拘禁刑を言い渡し
ていた場合，第 2の裁判官は 300 時間の労働刑または長期 5年の拘禁刑を言
い渡すことができる116）。
〔事例 2〕　第 3 級〔レベル 3〕の刑で処罰される二つの犯罪が競合し同時的
に裁判された場合，長期 15 年の拘禁刑を言い渡すことができる（第 3 級〔レ
ベル 3〕 の拘禁刑（5年以上 10 年以下） を 1階級上の第 4級〔レベル 4〕 の拘禁刑（10 年
以上 15 年以下）に加重する）。同時的に裁判されない場合を想定し，第 1の裁判
官が 10 年の拘禁刑を言い渡していた場合，同時的に裁判された場合の拘禁
刑の長期 15 年を超えることはできないので，第 2 の裁判官は長期 5 年の拘
禁刑または 300 時間の労働刑を言い渡すことができる117）。
〔事例 3〕　第 1 級〔レベル 1〕の刑で処罰される二つの犯罪が競合し同時的
に裁判された場合，1 階級上の刑に加重することはできないが，第 1 級〔レ
ベル 1〕の主刑を併科することはできる。同時的に裁判されない場合，最後
に裁判に関与した下級審裁判官は，量刑に際して，最初に言い渡された刑を
考慮しなければならない。第 1の裁判官がある主刑の上限を言い渡していた
場合，同時的に裁判された場合の刑の上限より重くならないように考慮し
て，第 2の裁判官はその他の主刑を選択して併科することになる118）。
〔事例 4〕　第 5 級〔レベル 5〕の軽罪の競合に関係する場合，裁判官は最初
に言い渡された刑を考慮しなければならないという原則を想起することが重
要である。同時的に裁判されない事案で，第 5 級〔レベル 5〕の主刑には加重
できないことから，第 1 の裁判官が長期 20 年の拘禁刑を言い渡していた場
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合，第 2 の裁判官は付加刑を言い渡すことしかできない。第 1 の裁判官が
20 年を少しだけ下回る拘禁刑を言い渡していた場合，第 2 の裁判官は最初
に言い渡された判決を考慮しなければならないので，労働刑を選択したとし
ても長期 300 時間の労働刑を言い渡すことはできない119）。
最後に訴訟を係属した裁判官が犯罪競合の関係を知らずに裁判を行ったと
きには，行刑裁判所は，犯罪の競合に関する規定に従って，刑の全体を減軽
する（62 条 § 4）。
犯罪の競合に関して，付加刑については併科主義が原則である。重要な点
は，付加刑について併科主義をとっていることが，付加刑の選択について影
響しないということである。付加刑が選択可能であるときには，裁判官が付
加刑を選択するか否かを判断する。付加刑が義務的である場合には，付加刑
を併科して宣告することになる。付加刑の併科については法律で定める制限
を遵守する必要がある。改正草案 58 条が定める運転する権利の禁止（剥奪）
という付加刑について，禁止期間の上限は 5年である。したがって，複数の
付加刑である運転する権利の禁止が言い渡され併科される場合には，5 年の
上限を超えることはできない120）。
11　刑の執行猶予
現行刑法では，有罪の宣告の停止及び通常の執行猶予または保護観察付き
執行猶予の処分は， 停止， 執行猶予及び保護観察に関する1964年6月29日法
等の特別法によって定められている121）。保護観察については，既に2014年の
刑法改正において保護観察刑が導入されたことで強化が実現され，前述した
ように， 改正草案においても， 保護観察刑は維持されている。有罪宣告の停止
という処分については，その必要性が議論されてきた。そこで，改正草案で
は，有罪の宣告の停止処分は採用されなかった。この処分の機能は，保護観
察刑と有責性を宣告する有罪判決で代替されると考えられたからである122）。
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・刑の執行猶予（63 条）
改正草案では，5 年以下の拘禁刑に対して，裁判官は，その全部または一
部の期間の執行を猶予することができるとする。執行猶予の対象とはならな
い刑罰は，没収，保護観察刑，労働刑，義務づけられた治療である。執行猶
予の対象は 5年以下の拘禁刑であるので，論理的に付加刑も対象とはならな
い。但し，自由刑に類似する刑罰である電子監視刑は執行猶予の対象となり
うる123）。
現行刑法では，電子監視刑，労働刑，保護観察刑の適用とは異なり，執行
猶予を付与するのか否かの判断に際して，対象者の前科，具体的にはベル
ギー及び他の EU 構成国で 3 年以上の有罪判決を受けていないこと，が考慮
されてきた124）。しかしながら，対象者の前科を執行猶予の付与に際して考
慮することは，現状では必ずしも正当化されるものではない125）。例えば，
未成年のときに 42 月の拘禁刑を言い渡された者が，その後は全く犯罪とは
無関係に生活していたが，15 年後に道交法違反で訴追された場合，現行の
規定では執行猶予を付すことができないことになる。あるいは，同一人物が
2015 年に軽罪で訴追された場合，裁判官は，3 年の拘禁刑でその一部（例え
ば 1 年 6 月）の執行を猶予するという判決を言い渡すことができず，同一の
犯罪事実に対して，保護観察刑，電子監視刑，労働刑であれば言い渡すこと
ができることになる。過去の前科が執行猶予付与の障害とされれば，裁判官
は，厳しすぎる実刑を選択するか，軽すぎる保護観察刑等の他の刑を選択す
るか，ということになり，このような状況は，刑法改正の目的にも反するこ
とになる。したがって，改正草案では，対象者の過去の前科に関係なく執行
猶予を付すことができるようにしている126）。
執行猶予の期間についても統一が図られ，改正草案では，1 年以上 5 年以
下とされる（63 条 § 1・3 項）。
保護観察付きの執行猶予の制度も維持され，遵守する条件として，① 犯
罪を実行しないこと，② 定まった住所を有すること，住所を変更する場
合，直ちに，ガイダンスを担当する共同体の管轄部局に新しい自宅住所を通
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知すること，③ 行刑裁判所の召喚，場合によっては，ガイダンスを担当す
る共同体の管轄部局の召喚に応じること，の 3 条件が提示されている127）。
また，保護観察の条件に，20 時間以上 240 時間以下の期間の訓練を受ける
義務を含むことができる（63 条 § 2・3 項）。行刑裁判所が，当事者の状態を考
慮して，肉体的または知的な能力に応じて受けるべき訓練の性質と訓練を受
ける場所を決定する権限をもつ（63 条 § 3・1 項）。保護観察の態様の変更等に
ついては行刑裁判所が決定する。さらに，保護観察処分の態様及び保護観察
処分の監督については，各共同体と協議の上，王令によって決定される128）。
執行猶予の取消事由については，① 既判事項の確定力を有した判決にお
いて，保護観察期間中に，新たに実行された犯罪が，執行猶予が付かない 1
年以上の拘禁刑または 73 条に従って考慮された同等の刑で処断されること
が確認されたとき，② 課せられた保護観察の条件の著しい遵守違反がある
場合，③ 既判事項の確定力を有した判決においてまたは 73 条に従って考慮
された判決において，保護観察の期間中，執行猶予付き有罪判決の原因と
なった犯罪に照らして，新たな犯罪が累犯の状態で実行されたことが確認さ
れたとき，が挙げられる（63 条 § 4）。
執行猶予の取消の判断は，行刑裁判所が行う。行刑裁判所は，検察官から
求められた取消の請求を裁定する。保護観察の条件の著しい遵守違反を理由
とする取消の請求は，遅くとも行猶予期間の満了した年のうちに，提起され
なければならない。管轄裁判所が事件を係属した日から起算して 1年が経過
した後で，請求は時効にかかる129）。
12　民事に関する諸規定
（1）　財産刑支払の民事責任（64 条）
同一の犯罪事実について有罪判決を受けたときに，他の者が有罪判決を受
けた罰金の支払いについての民事責任を負わないという原則は，現行刑法
50 条の 2 に規定されている130）。改正草案においても，この原則は維持され
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ているが，その適用範囲は拡大されている。改正草案 64 条は，「他に異なる
定めがない場合，何人も，他の者が有罪判決を受けた財産刑について民事責
任を負わない。」と規定する。現行刑法では「罰金」とされているが，改正
草案では「財産刑」とし罰金に限定されていないので，没収の支払いやその
他の財産刑も対象となる。他の者に対する財産刑の支払いを別人に負わせる
ことは刑の個別化の原則に反することになり，他人の刑事責任を第三者に負
わせることは無罪推定の原則に反するという欧州司法裁判所判決も存在す
る131）。但し，特別法にはこの規定の例外を認める規定も存在することか
ら，理想的には，例外規定は廃止することが望ましいとの意見もある132）。
（2）　原状回復及び損害賠償（65 条）
現行刑法 44 条・45 条は原状回復と損害賠償を規定するが，原状回復につ
いての法的定義は存在せず，判例によって定義がなされてきた133）。改正草
案 65 条は，原状回復と損害賠償について明確に規定している。原状回復を
伴う没収と私訴原告人への付与という法律概念は原状回復の一形態であり，
改正草案でもこの概念は採用されている。
但し，財産の占有が公序，公的安全及び善良な風俗に反する場合には，原
状回復は認められない。裁判官が，保安処分として財産の没収を命令するこ
ととなる。保安処分としての没収は，財産が第三者の占有下にあるとき，刑
の言渡しを受けた者が財産の所有者ではないときには，義務づけられてい
る。この場合，国庫への財産の移送が問題となるのではなく，危険なまたは
損害を与えうる財産の破壊が問題となる134）。
（3）　連帯責任（66 条）
改正草案 66 条は，現行刑法 50 条とその解釈に関する破毀院の判例に基づ
く規定である。
まず，同一の犯罪について刑の言渡しを受けた者はすべて，連帯して，原
状回復及び損害賠償にあたらなければならない。犯罪行為が異なる場合，異
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なった犯罪の正犯及び共犯 （加担犯） は，実行した犯罪が損害を惹起した共通
のフォート（故意・過失，非行）を構成するときには，連帯して義務を負う。
異なった犯罪が，同一の損害に全体として寄与した競合するフォート（故
意・過失，非行） を構成するときには，同じく連帯して義務を負わなければな
らない。異なった犯罪の正犯及び共犯（加担犯）は，同一の判決によって有
罪を言い渡されたときは，費用を連帯して負わなければならない。但し，裁
判官は，免除の理由を示すこと及び各人が個人的に支払うことができる費用
の割合を決定することによって，刑の言渡しを受けた者の全部または一部に
ついて連帯責任を免除することができる。別々の判決によって有罪を言い渡
された者は，訴追の対象となった行為は共通ではないため，連帯して費用を
負う義務はない135）。
（4）　優 先 制（67 条）
改正草案 67 条は「刑の言渡しを受けた者の財産が，罰金，犯罪から期待
されまたは得られた利益に応じて定められた財産刑，没収，原状回復及び損
害賠償の判決を履行するには不十分であるときには，原状回復及び損害賠償
が優先される。罰金，犯罪から期待されまたは得られた利益に応じて定めら
れた財産刑または没収が国家に支払われるべき訴訟費用と競合する場合，刑
の言渡しを受けた者はまず訴訟費用を支払わなければならない。この支払い
は，訴訟費用の時効の期間も，罰金，犯罪から期待されまたは得られた利益
に応じて定められた財産刑及び没収の時効の期間も中断する。」と規定す
る。本条は，現行 49 条の規定を基本的に継承している136）。
（5）　相続欠格（68 条）
改正草案 68 条は「法律が定める場合には，裁判所は，被害者の相続人と
なることを排除する正犯または共犯（加担犯）の相続欠格を言い渡すことが
できる。」と規定する。本条は現行刑法 46 条の規定をそのまま継承している
が137），現行刑法 46 条では， 「正犯」 と 「共同正犯」 とされているところを，
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共犯に関する規定と整合させるため，「正犯」と「共犯（加担犯）」としてい
る138）。
13　刑の消滅及び民事判決の消滅
（1）　刑の言渡しを受けた者の死（69 条）
改正草案 69 条は「刑事確定判決によって言い渡された刑は，刑の言渡し
を受けた者の死によって消滅する。有罪判決を受けた法人がその法人格を喪
失した場合も同様である。」と規定するが，現行刑法 86 条の規定を継承して
いる139）。
（2）　減　　刑（70 条）
改正草案 70 条は「裁判官によって言い渡された刑の執行は，国王が恩赦
によって与えた減刑によって終了する。」と規定する。本条は現行刑法 87 条
に影響を受けた規定である。現行刑法 87 条は適用対象を裁判上宣告された
または法律上有罪判決と関連した無能力者に限定しているが，この限定を削
除して，恩赦が適用される対象範囲を拡大している140）。
（3）　刑の時効（71 条）
刑の時効については，現行刑法 91 条から 98 条に規定がある141）。しかし
ながら，現行の規定は，刑法改正草案の「正確性（précision）」，「一貫性（co-
hérence）」，「単純性（simplicité）」という原則には適合していない。そこで，
改正草案では，いくつかの修正が加えられている。
第 1に，時効の起算点を調和させることである。現行刑法では，重罪刑に
ついては，時効は有罪判決日から進行するが（刑法 91 条），軽罪刑について
は，最終審の判決日または第 1審判決に対する控訴申立ができなくなった日
から進行する（刑法 92 条）142）。改正草案では，重罪刑，軽罪刑ともに，有罪
判決が既判事項の確定力を有した日から進行することになる143）。
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第 2に，刑の種類に応じた現行の時効期間は維持するが，主刑と付加刑と
を区別しないとしたことである。改正草案では，軽罪刑については，第 5級
〔レベル 5〕から第 3 級〔レベル 3〕の軽罪刑については 10 年，第 2 級〔レベル
2〕と第 1 級〔レベル 1〕の軽罪刑については 5 年という区別は維持している
が，主刑と付加刑の時効は区別していない。重罪刑については，集団殺害罪
（ジェノサイドの罪），人道に対する罪，戦争犯罪に対して言い渡された刑を除
き，その時効は 20 年であり，この点については現行刑法と同じである144）。
第 3は，刑の時効の中断に関する一般規定である。時効は刑の実質的執行
の開始をもたらす法律行為によって中断する。時効が中断すれば，既に経過
した期間の効果を喪失させることになる。現行刑法 96 条は刑の言渡しを受
けた者の逮捕を挙げており145），現行刑法 97-98 条では没収の時効の中断事
由を挙げているが146），中断事由は限定的であった。改正草案では，より一
般的な時効中断に関する規定を設け，刑の実質的な執行をもたらす法律行為
を中断事由として挙げているので，刑の言渡しを受けた者が刑の執行のため
に拘束されることによって時効が中断することになる147）。
第 4は，刑の時効の停止に関する一般規定である。時効の停止は一定期間
時効を停止するものであり，停止期間が終われば，時効は進行する。停止中
の期間は時効期間から除算される。検察官が，刑の執行を行うことが法律上
不可能な場合に時効が停止することになることから，現行刑法では，時効停
止に関する一般規定を設けていないが，受刑者の刑事施設外（社会内）にお
ける法的地位に関する 2006 年 5 月 21 日法においては時効の停止について定
めていた148）。改正草案では，時効停止に関する一般規定を設け，停止事由
として，法律が定める場合と，刑の執行の法律上の障害事由が存在する場合
を挙げている149）。
（4）　民事判決の時効（72 条）
本条は，現行刑法 99 条の文言をそのまま継承している150）。
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14　諸 規 定
（1）　他の EU 構成国において宣告された有罪判決の効力（73 条）
EU の他の構成国の刑事裁判所によって言い渡された有罪判決は，ベル
ギーの刑事裁判所が言い渡した有罪判決と同じ条件のもとで考慮され，ベル
ギーの刑事裁判所が言い渡した有罪判決と同じ効果を有する。
（2）　刑法典第 1編の規定の特別法への適用（74 条）
特別法及び特別な命令において別段の定めがない限り，本法典の規定は法
律及び命令が定める犯罪に適用される。本条は，現行刑法 100 条に影響され
た規定であるが，現行刑法にある例外規定（刑法 85 条（軽罪刑に減軽事由が認め
られた場合）及び第 7章（共犯に関する規定））は削除されている151）。
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V　お わりに
ベルギー刑法の全面的な改正作業は今後も着実に継続されていくことと思
われる。今回は「刑法典第 1 編 総則」に関する諸規定についてその概要を
説明したが，既に「刑法典第 2 編 各則」に関する改正作業にも着手され，
各則の規定の検討作業が続けられている。
刑法総則に関する改正草案では，犯罪論においては，これまでのベルギー
の判例・学説の議論を踏まえて，犯罪構成要素論，違法論，責任論，未遂犯
論，共犯論等の主要な論点について的確に整理され規定された点に意義があ
ると思われる。刑罰論においては，実務の運用も踏まえて，刑罰・刑事制裁
の多様化がより整理され本格的に進められたといっても過言ではない。
わが国の刑罰制度については，ヨーロッパ等の諸外国と比較した場合，自
由刑と罰金刑が刑罰の中心を構成するという古い刑罰制度の枠組の中にとど
まり，刑罰の多様化や自由刑の代替刑への転換・選択可能性という視点から
見れば，かなり遅れをとっている状況にあるようにも思われる。わが国にお
いても刑罰を含む刑事制裁を全面的に見直すことは今後の重要な課題であろ
う。
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ベルギーやフランス，その他 EU 諸国においては，刑罰制度の多様化はか
なり進められており，本稿で紹介し検討したベルギー刑法典総則の改正草案
は，わが国においても刑罰制度のあり方を考えるうえで大いに参考になると
思われる。
〔付 記〕　本論文は，2017 年度南山大学パッヘ研究奨励金 1-A-II 研究助成の成果
である。
